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顧客情報の集積・利用と経営戦略の再編

酉山賢

はじめに

いわゆるサナ ピ月経済化の進展の背後で，生活観・労働観も急速な変容が進

行しつつある。経済企画庁の調査によれば，若年層ほど遊び志向が強し若年

層は， I人生の目的」よりも「お金を得るための手段」とじて仕事を捉え，社

会のために役立ちたいというよりはむしろ，個人の生活の充実を最優先させ，

お金は倹約するよりも生活を楽しむために有効に使うべきだという考え方にた

った生活のおくれることを望むのであるヘ こうした，若者を中心とする生活

観の広がりにともなってJ これまで採られてきた経営戦略の継続ではたちゆか

なくなり，戦略の見直しを行うことが必要となってきている。

従来は比較的簡単な戦略で企業が市場をリードしてこれたものの， I少衆J.

「分衆」や「個客」などのタームを用いた議論の流行に典型的に見られるよう

に，あたかも顧客が市場をリードしているかのような時代へと変化するのにと

もなって，先のような生活観の増大に見合う肌理の細かい戦略の採用が必安と

なってきたりである。こうした戦略を採用する上で，決定的な役割を果たすの

は，情報処理手段の高度利用亡ある。従来の情報システムとは異なる， r戦略
情報システム (=SIS)J と呼ばれる情報vステムが急速な勢いで構築され

つつあり， このシステムの戦略的利用によりて他企業との差別化や他業種への

参入が容易となるなど，その構築の如何が競争力の決定的な源泉となりつつあ

るo 自らの存亡をかけてコンピ z ーター・コミュエケーション・ネットワーク

。経済企画庁(25J，15ペ ジ参照.
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を構築し，その戦略的利用を図ることが企業にとってますます重要になってき

ているのである。このようなジ見テムの構築に伴い，顧客に関する情報を始め

とする種々の情報の価値はかつてなく高まることになり，その高まった情報を

どのように集計・分析し，経営戦略に生かしていくのかが競争上きわめt重要

な課題となってきたのである。

ところで， S 1 Sに見られるような，情報シ月テムの高度利用によって生じ

る様々な問題とその経済的社会的影響をめぐる評価の問題は，影響が広範囲に

わたることもあって，学問的にも未開拓な分野となっている。これまで，従来

の個別的な情報システムを基礎にしてうちたてられてきた学問体系のーっとし

て「経営情報論」幻が存在しているが，これらの体系の持つ意義は，経営活動

における個別情報シ月テムを機能面より分析してきたところに限られている。

しかし，個々の情報システムの統合的・戦略的構築と利用である SIS時代を

本格的に迎えつつある現在，そのような広がりをもち，それに対応できる枠組

みを持った分析は，従来，あまり行われてこなかったといってよいヘ したが

って，このような情報シユテムの統合的構築と戦略的利用である S1 Sの時代

に求められる理論は，問題の広がりに対応した幅広い視野からの検討が必要と

なろうω。

以下では，顧客の潜在的な欲求を掘り起こし，変化するニーズに敏速に対応

するために，顧客を対象として展開されつつある経営戦略としての，顧客情報

の集積と活用の戦略が， S 1 S時代の到来とともに，どりように展開されよう

の この分野では多く白書積が見られる回参考文献を参照のとと.
また，最近のSISに関連した数多〈の文献では，状記の構造的 機能泊説明がようや〈始め
られたばかり Cあり，種々 の課題が山積したままである.
め この先駆的糞績としては，池上 (10)がある.
4) こうした分析のうち.S 1 S展開に伴う企業間関部亙ひ執暗白変容については，西山印刷を
参照。
なお，本稿で経営戦時再編の問題を取り担う際，経営学¢分野できわめて影響力の強い「睦営
戦時論」を展開きれてきた伊丹(J4J・伊丹・加護野 (15Jで採用されている「不均衡ダイナミ
ズム」や「矛盾と発畏のマネジメント』という方法論を強〈意識して展開を行っているが，結果
として全〈異なる全体慢の描かれることに注意されたい a
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としているのかが検討される。重要な経営資源である顧客情報の集積と活用は~ i 

高度な情報処理手段の普及とともに，急速に導入されつつある戦略であれこ

の戦略の構築のありようによって競争力に決定的に格差のっしきわめて重要

な位置づけの与えられるものである。したがって，このような戦略が企業の競

争上どのような意味を持っているのか，この戦略の採用によって個人はどのよ

うな影響を受けるのか，それが企業戦略の方向にどのような反作用主及ぼすこ

とになるのかを，高度な情報処理す月テムの普及していく時代にふさわしい広

がりと枠組みの中で検討することが課題となる。その際，顧客が問題とされる

際に，生活者としての側血と企業組織の構成員(=生産者〕としての側面を併

せ持つ人聞が対象であるということが考慮されなければならなし、。生産者とい

う志味は，広い意味での生産活動に携わっているという意味であり，製造業。

みならず，流通ーサーピス業などの従事者も含まれていることはいうまでもな

い。企業戦略が顧客の欲求を刺激L，需要を喚起してい〈場合，様々な部面で

欲求充足を行おうとする顧客が決して静的な主まにとどまるものではない。企

業が顧客に対L種々の戦略を打ち，それに伴って顧客は年活様式上のある変化

を体験することになる。顧客として取り扱われた人聞は，生活様式上の変化の

経験を経て，企業組織の中に生産者としてもどってくるのである。

個別企業の営業活動として行われる顧客情報(=個人情報〉の集積と利用の

問題は，情報の公共性やその集積機関に対する公共的コントロールの問題を生

じさせ，そのことがさらにまた経営戦略の再編を迫るものとなること，この点

に注意しながら，以下， 1.製造業における顧客情報集積と商品開発 II カ

ードビジネスと情報のネザトワーク内流通， m 消費者信用の拡大と家計構造
の変化，の/1買に検討していこう。

I 製造業における顧客情報集積と商品開発

コγ ビューター利用の水準が高まるにつれ，マーケティングも新しい技術水

準に照応した γ月テムの採用が可能となり， これまでとは様相を異にする戦略
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が構築され始めている。これまで，小売業，サービス業関係で重要な役割を果

たしてきた顧客情報収集と管理がメーカーにも必要とされるようになってきた

のである。

メーカーがこれまで新製品を開発するために採用してきた消費者へのアンケ

ートや市場調査として行われる 7 ーケティングなどによって，確かに生活者の

潜在的ニーズや顕在化されているユーズをある程度反映した商品開発が行われ

てきた。メーカーは3 こうして集まって〈る情報をできる限りデータベース化

し，商品開発等に利用してきたのである。こうした調査の利用に加えp 直接，

メーカーが個人情報を集積し始めている。

表1は，経済企画庁による1985年時点亡の個人情報の蓄積状況より，業種・

業態~Ij保有個人情報保有率を示したものである。これによると，個人情報の保

表1 個人情報保有企業保有率
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有率の高いのは，金融・保険業の 73.5%，

小売業の 69.7%，不動産業の 50.0%などで

ある。消費者と取引の多い業種の個人情報

保有率の高いことは当然として，消費者に

直接接することの少ない製造業 (7.4%)な

どでも個人情報保有の行われていることが

わかる。この調査では，保有個人情報量は，

統計で， 100万人以上が22.7%， 50~100万

人未満が5.6%，1O~50万人未満が16.8%，

5~10万人未満が乱3%， 5万人未満が42.0

%となっており 5)， 5万人以上保有の累計が53J証であること，特に 100万人以

上保有されている企業割合が22.7%あることが注目される。

種々の業種のうち，製造業者が行う個人情報集積は，本人からの入手が70.4

5右，本人以外からの入手が 51.9%であり，前者の入手経路としては，購入者

36.8%，本人への聞き取り31.6%，割賦購入者21.1%，会員制度利用者21.1%な

5) 企画庁 [22J.51ベージ参照固
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どとなっていた。後者の入手経路では，系列企業 57.1~百，市販出版物 57.1%，

の多きが注目されるが，金融機関やクレジット会社からもそれぞれ 21.4%の企

業が入手している(表2)。見られるように， 自社以外からのこうした情報入

手は，必ずしもすべて商品化されているものを購入したものではなしいわば

系列ネットソーク及び金融ネットワークを利用した情報のやりとりが重要な経

路となっており，情報がネットワークの中を循環していくものであることがわ

かる。企体では，加盟している団体・同業者・取引先からの入手が最も多し

42.2%あった。これもネットワークを利用した情報収集である。

全体

製造業

表2 個人情報の入手経路(%)

本人からの入手経路(全体 83.7~百製造業 70.4%)

1き寝室購伊iF闘|智弘主主??雲蔀三説B
H:::::l::ll::[:;|:;:14:1::::;3;;:: 

外通らの入手経路(全体 38.63百製造業51.9%)

書官|塁雲閣軽1P1毒菌慎重量|車販車|議員|外国
;造;i:::l;::lι;l:::lJ1::[ヱiz|1;
こうした情報の，製造業での自社利用の万法(表3)は，顧客日 λ ト作成

48.1;百，商品開発7.4%.契約にあたっての判断材料18.5%，その他 5L8%とな

っており 3 この調査時点 (85年11~12月〉では，集積情報の商品開発等への利

用割合は多くない。しかしp 一方で不安定な雇用形態が進展するとともに，他

方でそのことともあいまって労働観が急激に変化する中で，余暇利用に対する

νベルが上がり，生活者のニーズが多様化しつつあり，メーカーや流通業者は，

潜在的なェーズを知覚し，あるいは掘り起こし，それにマッチした商品を開発
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表3 収集個人情報り利用方法(%)

顧客リス
ト作成 lFZ企iii 他のそ

全体 69.1 30.5 25.1 19.7 

業種別

製 造 業 48.1 7.4 18.5 51.8 

卸売・4、売業 100.0 31.0 20.7 20.7 

金融・保険業 50.0 33.3 72.2 11.1 

不動産業 75.0 25.0 O O 

運輸・通信業 77.8 11.1 。 11.1 

電気・ガス業 50.0 25.0 。 50.0 

情報関連企業 69.4 37.0 16.7 18.5 

〈山所) [22]， 24べ一山より作成，

L，市場に投入していくために，生活者の「生活情報ωJ(広義には生産情報を

含む)の，量的にも質的にもこれまでのνベルとは異なる集積と利用を図って

いかなければならなくなっているのである。生活者に視点をあわせた研究所を

設置する動きはその一つであり，旭化成工業の「共働き家族研究所j，東芝や

森永製菓の「生活文化研究所j，東京ガスの「都市生活研究所j，花王の「生活

科学研究所」など各業種にわたって生活関連の研究所づくりが広がってきてい

る。他方で，個人情報と結びついた生活情報の収集・利用の動きも急速に高ま

っている。

いわゆる広頭POS(販売時点情報管理〉シ凡テムは，いつ，とιで， どん

な商品が，い〈つ，いくらで売れたのか等を即時に把握し，そうした情報をオ

ンラインで集積し，流通VANを通じて受発注に生かすとともに経営戦略に活

用しようとするものであョた。しかし，メーカー側からすれば， POSジステ

ムは r売れ筋情報・価格弾力性・広告効果測定」わの点では利用価値が高<.
効果は上がってきたものの，市場全体の趨勢を把握し，多様化するチャネルの

評価を行い，その中で新製品を開発し，効果的な市場投入を図っていく上では

6) [生活情報」については，池上 [10]，150~152ベージ者照。
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やや不十分なものであるといわれている目。 また，この'/'7-テムは，生活者の

「生活情報」がある一面からのみしか見えないという欠点もあり，こうした点

を克服するために様々な方法が模索されている。その一つは， POS~/<、テム

に様々な機能を持つカードを組み合わせることで， POSシ只テムを補完して

いこうとする方法である。この方法には，①カウントサーピスPOSシステム，

①クレジット POS システム，@プリベイド POS シ旦テム④銀行POS~

ステム，⑤EFTS-POSシステム，などがありペ いずれも既存のPOS

システムを利用して顧客情報管理主行ってい乙うとするものである。メーカー

によるカウントサービスPOSγ只テムの採用例である，花王を例にとヮて消

費者ニーズの把握の仕方を簡単に振り返ヮておこう。

花主は，早くから消費者の変化に敏感に対応するため， コンピューターを利

用した顧客組織化のための独自のシステムを構築して雪た。その一つが「ユコ

ーシステムJ(89年春以降， r新エコーシステムJ)である。エコーシステムは，

商品への消費者の質問，疑問や苦情などに電話で応答するシ旦テムで，全国に

置かれておわ，ここで集まる情報をデータベ-7-.化L それを技術開発部門の

研究者・技術者を始めとしてどの部署でも直ちに参照できる~-^テムとして創

り出されたものである。電話応答終了後，担当者は相談者の氏名，年齢，居住

地域j問い合わせ内容を端末から入力する。花主は，このV式テムを窓口とし

て，布場，消費者のヲイフスタイノレ，ニーズなどの情報を把握していこうとし

ているのである"。

さらに花王は，小売庖組織化の手段として，顧客情報システムの「エプロ γ

カード・シ只テム」を88年より提供し始めた。 POSデータを個人別に分析す

ることが可能なシステムとして開発された「エプロンカード・シλ テム」は，

「エプロンカード」を使用することで顧客に与えられるカウ γ トガーピスと引

7) 東急 [57)，204ベーク.
B) [19)， 20~27へーク参聞，宮は，多種カード決済システムであり，将来のキャッシュレス情報
ネットワークの実現段階でのシステムであるa
9) .日経産業新聞.!l89. 9. 13，参照.
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き換えに，顧客コー下の入っているそのカードを届頭のPOSレジに連動した

Fーダーに読み取らせ，個人別の種々のデータの集計・分析を行う vステムと

して開発されたものである。ここで収集される情報は， i会員台帳j， i日別

売上動向表j， i家計簿情報j， I地区別・部門刷買上分析j; i会員購買金額

帯一覧表」などの形で整理され，小売屈に提供されるのtある由。こうして集

められる情報は，当然のこととしてシλ テムを構築した花王にも蓄積され，利

用されることになるのである。 iエプロンカード・シ旦テム」は，メーカーに

よる顧客組織化の第一歩であり，これによってこれまでの調査などによるもの

とは異質の，個人情報と密接に関わる「生活情報」が，収集されると土になる。

さらに花主は，消費者の動向をより詳細に把握するために，大手ユーハー，調

査専門会社からの情報収集も行っている。

POSを利用せず，その限界を克服するために考案されたもう一つの実験的

シ1テムはQP R (Quick Purchase Report)システムである山。

このVステムは，東急総合研究所と東急ユージ z ンジーが共同で開発したも

ので，サンプノレ世帯より，①購入商品のバーコード，②購入価格，③購入個数，

④購入先業態 (10分類)，⑤世帯情報(年1回〉を調査するものである。これ

によって，四つのマーケティ '/!I・フィーノレド(①マーケット，②新製品p ③

既存商品，④ターゲッけをフォローする構造が持てるようになったといわれ

ている。しかし， このシλ テムはあくまでサンフツレ家庭のみを対象とするもの

であるが， この Vステム自体の普遍性は，購入行動と世帯情報とをあわせて把

握しようとしているところに存在している。サンフツレ世帯に限られるものり，

ょうした情報の分析によって，特定個人のユーズと個人情報はかなりの程度明

らかにされ，流通部面だけでなく，メ カー+イドにも蓄積されていくことに

なる。今後， 1 Cカードが普及していくとともに全世帯及び人員を対象とし

た購入行動と購入者個人情報との結合が可能になり，個人情報は壮大な規模で

]0) 野口 (:W)，156......，158ページ. ~日経流通新聞j 87. 9. 29. 88. 4. 9，参照。
11) 以下は，東急白7J，51~55ベージ参照固また. QRPシステムを用いた市場分析が同書の2
部で行われている.
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蓄積され，経営戦略に役立てられていくことになろうし，生活情報を基礎にし

た商品開発とマーケティングがますます重要性を帯びてくることになるであろ

つ。

こうした生活情報を現時点で最も集積・利用しているのは，流通系業者及び

銀行， ノY ・パンクである。

11 力一ドビジネスと情報のヰ y卜ワーウ内流通

ここではJ 顧客とメ カーとの結節点に位置する流通・小売唐，金融関連会

社・カード会社に焦点をあて，個人情報の集積と利用のレベノレおよびそれが持

っている意味について検討し上う。とうした個人情報の集積は. V 1 SA.マ

スターの並行発行以降のクレジヅトカード市場の急速な拡大'"とともに，ここ

数年飛躍的に進展しつつある。

表4は，クレジットカードの系列別発行枚数を見たものである。カード発行

は1986年からわずか3年で 1.49倍.4700万枚余り増え. 1億4千万枚強の発行

枚数となっている。この間に，流通系は1132万枚，信販系は1526万枚，銀行系

は182日万枚増えており，これらで全体の増大分の9割以上を占めていることが

わかる。したがって. 3年間で5千万人近くの個人情報が新たに追加され，延

べ 1億4千万人以上の個人情報が集積され，蓄積されたことになる。 1989年

時点<;)6割弱の発行枚数しかなかった1984年時点の通産省「特定サ ピ旦産業

実態調査」によれば"九クレジットカード l枚当りの利用回数は平均で 2.3回

〔すなわち発行枚数の2.3倍λ 利用グレジットカード当りでは4.2回に上ってい

る。カード使用した会員率は ζの時点で55Jo'あった。また，この時点の加盟出

数は約280万庖あり，これら加盟庖で利用された 1億5千万四のカード使用を

通じて，個人の購買行動・消費行動が集積されていヲたのである。現在では，

銀行系のみでも，加盟庖l土450万庖を越えており， それにともなって個人に関

12) 安田 [63J。
13) 日本グレジァ卜産業協会 (35)に所収.
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表4 クレジットカード白系列別発行枚数〈万枚〕

83年末 86年末 89年末

流 通 系 1170 2136 3268 

メ カー系 263 290 550 

信 版 系 1945 3563 5089 

中小小売商団体 416 445.5 474 

銀 行 系 1578.5 2926 4746 

石 }由 系 305 283.4 235 

そ 白 他 28 62 85 

合 計 5705.5 9705.9 14447 

(出所) (35)， 147へ ヅより作成a
〔注) 1 流通系は，自社カー下分のみ。
2 メーカー系は，電鴇メーカー系，自動車メ カ 系及び日立クレジット分の合
計。
3 信販系は，自社カ ド分Eび提携カ ド〈事務代行カード分を含む〕分の合計.
4 担行系は，彊行系クレジットカード会社各グノlーヅ亙び地銀パンクカード 協
同カ ドの合計.

5. <ゴ油i1¥は，元売り各社発行の自社カ ドり姐，サ ピλステーシ"~発行のカ

ードを含む.
6 その地は，ホテル，旅行業者，航空会社等の自社カード分の合計。

わる情報集積も飛躍的に伸びていることになる。こうした情報集積を基礎にし

たカードの高度利用が模索され始めている。

カード発行会社は，加盟活組織化のために，カード利用によって集積される

個人情報を加工Lて加盟庖に流していくサーピ旦を開始したのである。顧客情

報は，加盟庖を通じ最終的にカード会社に集積されていくが，カード発行会

社に集積される情報は，カード発行時に把握されている個人の属性情報に加え，

購買ヒストリー，趣味・晴好などの関連情報の詳細なものとなっていく。こう

して集積された情報を，いち早く加盟庖向けに提供し始めた住友ク νジットサ

ーピスの加盟庖支援システム「サグセλ」や日本信販の加盟厄情報サーピス

「提携先顧客情報シλテムJ (表5)に共通してみられる特徴は，情報イ γ フ

ラλ トヲクチュアを占有していることで可能となった情報集積を基礎にしてF

加盟屈との情報的結合を強め，系列的関係の強化を図ろうとする点にあ畠。
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表5 日本信販の提携先顧客情報シy、テム

1概要

提携先に設置された端木から，目み信販りセンターに格納された提携先会員の情

報を随時に検索，分析，プリント可能な機能を提供する。

2 情報内容

1) 管理対象顧客提携カード会員データ

IDカード(現金会員〉

2) データ項目 ・住所，氏名，年齢，性別など

-買い上げ情報・趣味，噌好など

• 1 Dカードデータ

3 サーヒ。ス内容

1) DM，会員名簿作成 ・条件検索抽山機能

-明細プリント機能

2) 個別会員照会入力

-会員個別D属性!買い上げ状況表示機能，また ID会員登録機能

・格納されたデータD多角的な検索(簡易言語が提供される〕

・例ー性・年齢別会員分布など

・各種テープル白更新，機械利用実績

4 その他。機密保護
ユーザ-ID及びパスワードによる提携先デ タの機密保護を行なう ο

2) 資源利用状況把握

こりサービスにかかるセンター資源利用状況表示機能を提供する。

(出所) [18)， 34ベジ.

情報集積を生かしたもう一つの事業は，流通系業者などの子による商品開発

への関与である。顧客ニーズを先取りした新商品開発では，これまでに数多く

の新金融商品を提供してきた金融機関が一歩リードしているが，流通業者も膨

大な情報集積を生かした尚品開発に乗り出し始めている。

セゾンカード発行 550万枚という規模を誇るセゾングループの中核会社で，

小売業売上高ランキング第3位の西友は，系列通版部門・二光との事業協力分

野を拡大し，体系的に商革開発を行い，あわせて，メディア戦略，物流体制，

顧客管理など通版事業全般にわたる構造改草を推進し始めた。すでに丙友は，

「新商品体系」左いう顧客のライフスタイんを重視した商品政策の構築に取り
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組んでいるが，顧客のライフスタイル全般に焦点をあて，関連商品を組み合わ

せた体系的な商品群を打ち出していくノウハウを積極的にこの部面に導入し，

商品の共同開発などを行っていこうというのである凶。

先にみたカード発行会社による情報提供に基づく小売庖の組織化と同様に，

生活様式の転換の中で，その情報をもっとも集積しうる位置にある流通系業者

が，その情報基盤によって，メーカーに対しても商品開発のための情報を提供

し始める体制をもったことになるのである。メーカーからすれば，自らが集積

してきた，消費動向の情報や顧客情報にプラスして，個人の詳細な情報からな

っている生活情報が系統的に入手できるのであれば，商品開発に伴う一定の日

月クを回避することが可能となる。ここにみられる部分情報と部分情報との結

合は，情報の累積効果性という特徴に加え，情報の量的な拡大によって生じる

質的転換，すなわち意味レベルの上昇をも示すものであることに注意しておか

なければならない，5)顧客データベースを活用した事業の多角化戦略はよれら

以外にも数多〈みられるようになってきている則。

ノン・バンクのカード会社とメーカーとの関係では，現在，企業への融資な

ど，金融的なつながりも生じ始めている山。現時点で，カード会社や金融機関

に蓄積されている個人情報がメーカーに流れていくことは，先の企画庁の調査

結果にも示されていたが，今後，金融機関とノ γ ・パ γクにおける膨大な個人

情報集積を基礎に，いずれメーカーによるそうした情報の高度利用が問題とな

る局面が生じるであろう。

こうし亡，カード発行会社は， Iライフステージごとに仕事，余暇，消費，

14) 以上， r 日経流通新聞~ 89. 11. 18. 
15) 従来¢情報科学論がζの問題を取り担ってこなかったことに対する批判として， 清水 ('9J，

29~40へ ジがある.清水によって「情報工学が常識に追いついていなし、J (34へージ〉と指摘
された点は，情報科学の研究者による共同研究の最新町成果である，坂井編 (42Jで，い〈ぷん
進展の見られるものの，なお通用しているといってよL、。また，情報科学論を基礎にした多〈の
情報経済芋も同様の指摘を免札るわけではないa
16) 通産省 (56J，59ページ参照.
17) たとえば，オりエントコーポνージョンは， 86年決算以降，事業金融の科目を独立させて，ぞ
れに積極的に取り組みはじめている，岡本クレジν ト産業協会 [34)，86~81ページ参照.
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貯蓄と投資，医療と健康，教育と文化などいろいろな分野で最適の生活提案と

情報提供を行い，キメの細かし、コン骨ノレティングのできる能力J18) をますます

獲得してゆき，日本信販の「総合生活提案企業」やダイエーの「総合生活文化

情報提案企業集団」の標梼に見られるように，生活への関与を一層深めてゆく

であろう。その結果，生活情報め累積レベルは，きらに拡大されることにな

。。
III 消費者信用の拡大と家計構造の変化

一方の側で，生活情報の著しい累積とそれを利用したザジネスの展開が行わ

れつつあzが，これによって，個人の生活は，ある変化守迎えることになる。

表 6は，業種別に現令販売と信用販売との販売方法別の年問販売額及び構成

比を見たものである。小売業全体で，年間売上のうち現金販売は 69.0%，信用

販売は 31.0%あり，業種によっては 4割以上が信用販売による販売方法であっ

た。これを日本クレジット産業協会の『平成元年度消費者信用実態調査』によ

表6 業種別販売方法別構成比くだ〕

現金販売 信用販売

小売業(総計〉 69.0 31.0 

各種商品小売業 76.5 23.5 

織物・衣類・身の回り小売業 69.4 30.6 

飲食食料品4、売業 83.6 16.4 

自動車・自転車小売業 57.2 42.8 

家具・建具・什器d、売業 6()'5 39.5 

その他寸完業 54.2 45.8 

(出所) [35J， 156~157ページより作成。

勺て見てみると(表7)，百貨!占の新規信用供与額は大規模広で売上額のうち

37.6%にも上っていることがわかる。信用買いがかなり広がっているのである。

ちなみに，信用販売が90%以上の通信販売業について一言しておけば，との業

18) 野I..J (38J， 21へージa
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[合計|大|中 |'J' I合計|大|中 I 'J 

百 貨 后 35.7 36.6 32.3 20.5 36.7 37.6 33.2 22.3 

量 販 庖 13.2 13.4 11.1 5.5 15.0 15.3 11-4 6.7 

訪 問 販 売 47.6 51.4 32.8 41.6 44.5 30.3 

遇 信 販 売 89.6 93.0 79.5 88.9 92.8 76.5 

電器専門商 26.2 27.3 15.1 26.0 27.1 16.6 

自動車ディーラー 24.1 23.8 24.9 24.8 24.4 26.0 

右油元売会社 3.4 4.1 

〈注〉 百貨庖，量販庖の大は資本金 5憶円以上，中は 1~5億円，小は l億円未満，訪問服売

章者，通信既売業者，電器専門庖，自動車ディーラーの大は1億円以上，小は1龍円未
満であるa

〔出所) [35). 138~Wより作成

種が典型的なデータベース活用業種であること，現在の売上額は小売業全体の

2%足らずであるが，年率10数%の高成長によって10年後にはスーパー市場に

迫るといわれていること"にこのような成長の背景に家族構成や就業構造，生

活様式の転換が存在していることである。

こうして信用販売されるものは，家電製品や自動車を始めとする耐久消費財

が多く，メーカーが，現在のところは生活情報が中心をなしている個人情報の

集積に基つ、き，個人の欲求を刺激するような商品を投入し，それを信用販売に

よって消費者に届けるもので，消費者の個人情報は，購入と同時にディーラー

やメーカーに引き渡される。

表8は，消費者信用供与額と GNP (名目〉及び民間最終消費支出指数の推

移比較である。これによると， GNPは1980年から88年まで年々着実に増大し，

乙の聞に1.53倍の規模に拡大したのにともなって，民間最終消費支出も 1.48倍

の規模になっている。しかし，同期間における消費者信用供ケ額は， 2.37倍へ

と急拡大している。このように，消費者信用供与額が急拡大Lつつあることに

よって，家計可処分所得ほ大きな影響を受けることになった。

19) 島田 [46)，
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経済企画庁『国民経済計算年報』

(35J. 5Eページより作成.
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消費者信用供与額指数
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消費者信用供与額出率 10.4 11.5 12.4 12.8 14.3 14.9 15.2 16.0 17.0 19.1 20.6 

消費性向 79.2 81.8 82.1 81.7 83.5 83.7 83.9 84.0 83.6 85.1 85.2 

消費者信用残高伸び率 16.85 16.75 18.57 14.40 14.38 15.36 7.23 9.08 12.95 15.34 20.40 

消費者信用返済負担率 9.32 10.28 10.95 11.55 12.92 13.34 14.39 14.96 15.41 17口0 17.56 

家計可処分所得仲ぴ率 10.79 6.67 8.19 6.14 4.68 4.82 4.46 4.88 4.20 2.49 4.63 

貯蓄率 20.8 18.2 17.9 18.3 16.5 16.3 16.0 16.0 16.4 15.1 14.8 
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く資料〉 経済企画庁『国民睦許計賀年報」

(出所) (35J. 591>tび66ベージより作成.
(注) 1 消費者信用供与額比率=消費者信用供与額÷家計可処分所得X100
2 消費性向=最終消費支出?家計可処分所得xl00
3 消費者信用供与返済負担率=消費者信用供与返済額ム家計可処分所得XIOO
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販売信用ナ割賦方式下割賦販売 個品
|カード

ローン提携販売

一(提割携賦ロ購ー入ン斡除旋〈←〉ー1-個カー品ド
一提携ローン

一非割賦方式一1-井非割賦販売 I 個カー品ド

割賦購入斡旋 I一個カー品ド

販売信用計

消費者金融 消費者ローン

し定期預金担保貸付等

消費者信用供与額合計

(出所〕臼5J，62へジ。

表10 消費者信用供与額。

I 78 I河 I80 

15.1 13.6 10.8 

2.3 2.1 2.3 

2.3 1.7 1.5 

10.2 12.1 13.4 

2.7 2.7 2.7 

0.7 1.2 1.9 

11.6 1l.3 9.8 

3-7 3.5 3.1 

1.2 1.5 1.7 

3.9 3.9 3.6 

51.! 

21.0 23.1 

27.4 25.4 25.8 

100.0 1 100.0 I 。

表9によると，消費者信用供与額が家計可処分所得に占める割合は， 78年の

10.4%から年々増大L，88年には 20.6%にまで可処分所得を浸食することとな

った。この間の消費者信用供与額の平均伸長率は 12.8%であったのに対L，家

計可処分所得の仲長率は， 5.5%にとどまっている。この間，消費性向(=家

計可処分所得に占める最終消費支出の劃l合〕は， 79.2%から 85.2%へと 6ポイ

γ ト高まっているが，これは，消費者信用供与の増大と貯蓄の取り崩しによっ

て創り出されたものである。こうして，消費者信用返済負担率も， 78年の 9.32

%から88年の 17.56%へと怠拡大することになった。逆にJ 貯蓄率は大きく低

下し， 20.3%から14.8%へと減少している。

表10は消費者信用供与額を各年構成比を見ることによって，消費者信用市場

の構造変化を見たものである。見られるように， 1978午に過半を占めていた販

売信用が年々減少し， 1988年には 42.2%になった。逆に消費者金融が着実に



顧客情報の集積利用と経営戦略の再編 (67!) 113 

各年構成比(%)

81 82 83 84 85 86 87 88 

9.0 7.4 6.0 5.9 5.2 4.8 4.0 3.8 

2.1 2.0 1.7 1.8 1.7 1.7 1.5 1.3 

1.2 0.9 0.7 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 

15.8 14.4 14.8 14.7 13.6 12.3 11.2 10.7 

3.0 2.8 2.8 3.1 3.1 2.9 2.7 2.6 

2.8 3.3 4.3 4.5 4.2 3.7 3.1 3.3 

9.4 9.4 9.2 9.2 8.7 8.8 7.3 6.5 

3.0 3.3 3.5 3.4 3.6 3.7 3.5 3.4 

2.1 1.9 2.1 19 18 19 19 2.0 

4.0 4.1 4.9 5.1 6.2 6.7 7.3 8.4 

42.2 

26.7 29.0 30.3 27.7 27.3 28.4 31.2 34.3 

20.9 20.9 19.7 22.2 24.2 24.8 26.1 23.5 

100.0 

増大しており， 53年の 46.3%から63年の 57.8%へと拡大していることがわかる。

特に，消費者ロー γは78年の 18.9%から88年の 34.3%へと伸びていることが注

目される。

こうした消費者信用の拡大とその結果としての家計構造の転換は，これまで

見てきたように，個人情報の集積とマーケティング・商品開発との結合が進め

ば進むほど，個人の欲求が刺激され，あるいは潜在的=ーズが掘り起こされ，

欲求充足させられることと引き換えに生じてきたものであった。そして，消費

者信用の拡大は，信用情報の蓄積がなされる背後で，個人の生活も個人情報と

して根底から把握され，それがさらに次の消費拡大へと利用されていくという

連関が形成されたことを意味するものであった。いわば，意識的・無意識的な

個人情報の提供と引き換えに欲求の充足が達成されるのである。したがって，

いわゆる「ハイテグ・マーヶティ Y グ」の企業戦略としての採用が今後ますま



114 (672) 第 145巻第5.6号

す進んでいくことが予想される中で，個人情報の集積をめぐる問題は， rプラ
イパシー保護」問題の枠'"を突破し，企業の営業活動との関わりを一段と強め

てい〈ことになろう。

むすびにかえて

一一個人情報集積・利用の法的規制問題'"と企業経営戦略の再編一一

これまでみてきたように，企業内及び企業聞に構築される情報ずプ、テムに企

業が種々の情報を蓄積し，それを経蛍資源・情報資源として活用する企業戦略

が採用されるが，こうした情報資源のうち，個人情報集積は，その活用戦略を

通じて，これまでにない顧客の獲得を可能に L 市場の拡ーた成功に道〈ことが

できたのである。その際顧客として想定きれた個人は，きわめて隈られた角

度から評価され(評価が労働能力にとどまらず，生活能力も含む全人格に及ん

でいる土いう特徴を持つが，生産者・生活者への私的な評価にとどまっている)，

欲望を個別化させられる一方，情報収集者のもとには，個別の人格についての

ある意味で「全体的な」情報集積が行われていくことになる。このような限ら

わした角度からの評価によって， 自らの欲求(個人的欲求〉が社会的に通用する，

普遍性のある欲求であるかどうかを本人は確認できない。この場合，個人の生

活は，一定の技術水準や社会的連関に媒介されて営まれており，個人の欲求も

それに当然規定されていることになるのであるがz¥実際上の生活ではそのこ

とに全く気がつかず，ただ，カード発行会社が提案する生活様式に沿った生活

を送る場合に，その生活様式が当人の欲求と合致しくし、れば， 自己の欲求が社

会の人々の欲求に共通であることを確認する ζとになるにすぎない。そして，

企業が，ひとたび情報収集に成功すれば，部分情報が結合されていくことによ

って，情報の意味レベルが数段引き上げられ，その持っている意味が変化Lて

20) この視角からの分析では，数多〈の成果が見られる。重参考文献を参照のこと.
21) SIJ視角からの分析であるが，消費者保護の立場よりカードの法的規制問題を論じている，清水
[48]を，あわせて参照のことa
22) 山田 [60).37"-'3Bぺ-:;J審問.
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いく。情報は，企業聞の情報系列を流れていく中で，ますますその容量を増し

てゆき，その増えた容量がもっ，意味レベルの上昇が，また，個人に立ち向か

い，それが個人の欲望を刺激し，結果としてさらに個人情報が集積されていく

ことになるりである。こうしたことは，一方で，個人νベノレ Cの欲求充足の一

面化と引き換えに行われ，他方で，大きな家計構造の変化を余儀なくされるこ

とになるのであった。

個人情報の集積は，また，企業の研究ー技術開発に生かされるとともに，そ

こで開発された新製品をもってハイテクマーケティ γグにも用いられ，新たな

市場創造がなされることになったのである。そのさい， r顧客Jは，自らの人

格の一部をなす個人情報弘白らより分離した結果，その情報によって確かに

以前より欲求充足レベルが上昇することが確認できる。例えば，ある特定の趣

味を知らせておけばそれについての系統的な情報をえることがきわめて容易に

できるなど，個人情報登録は，潜在的ではあっても情報インフラストラクチュ

アに依存した欲求充足の形態を拡大することとなったのである。カードライフ

の進展というのは，いわば，潜在的な情報インフラλ 卜ラクチュ 7への依存の

増大を部分的に顕在化させるようになったことを意味するものである。しかし

ながら，先のような人聞の評価に基づく経営戦略，すなわち個人情報の自由な

流通と蓄積をはかる戦略は，ある転換点を迎えることになろう。

個人情報の自由な流通と蓄積は，一方で，欲求充足のレベルは引き上げられ

はしつつも，個人情報集積の結果，個人の与信能力を越えた消費によって家計

の硬直也を高め，アメリカ型生活様式。一帰結である個人破産を増大させ亡ゆ

くよとになる。このような家計の硬直性が労働意欲に影響することはいうまで

もない。他方，この事態ふ情報の固い込みとそれによる系列組織化の進展，

他系列との競争に常にさらされており，最初に採った戦略が競争の中で絶えず

掘り崩される危険性が増大し，個別企業は新たな戦略の構築の必要性に迫られ

ることになる。こうして，個別企業に土る情報ネットワーグの構築と情報の集

積によって，ますます高まる情報の公共性とその私的利用とのギャップが拡大



116 (674) 第145巻第5・6号

してゆくことになるであろう。ここでは，最初に想定しておL、た顧客としての

側面(生活者)と組織の一員としての側面(生産者〉とを併せもつ個人は，消

費生活における転換のために，生産意欲や生活能力の点で変容を受けた労働者

として生産過程と消費過程にもどってくるのである。したがって，企業戦略の

再編がこの面からも必要とされることになろう。

こうした個人情報の自由流通に対 L. トレードシーク νット"，による保護が

強められるのであれば，事実上この面での個別企業活動は一層進展するであろ

うc しかし，個人情報に関する一定の制度条件が確立されるならば，新たな競

争条件の枠組みが与えられることになる。

OECDのガイドライン刊に見られるよ号に，個人情報は個人の人格の一部

であり，収集ー蓄積一保有一利用ー破棄のどの段階においても自己の情報をヨ

ントローノレする権利があるのであって，その権利を確保する手段として， 自己

情報の開示，特定情報の収集の制限，収集情報の目的外利用の禁止，誤情報の

訂正や消去の請求権が与えられねばならない。こうしたことが実効性をもって

行われることがまず必要であろう冊。それが実効的に行われることによって，

新しい世界が開けてゆくに違いない。

そのさい，より高められた制度条件のもとで，欲求充足の水準の一段引き上

げられた個人が登場してくることになる。個人は，情報インフラストラグチュ

アに媒介されることの少ない，従来の個別的な発達とは異なり，コンビュータ

ー・コミュニケ-'/ョ γを基礎にした，情報ネットヲータく情報インフラス l

ラクチュア)と密接に結び付き，それを十二分に活用した発達の端緒を獲得し

ていくことになるであろう。しかし現代の社会では，こうしたインフラストラ

クチュアは，企業の下にあり，企業は，自らが占有している情報イ Y フヲスト

23) Iトレードシーグレット」につい Cは，さしあたり，山口 (G1lを参照。
24) 総務庁 (52). 290~330ベ ジ参照。 なお，現時点で日本は.OECDの8原則がすべて実施
されている国ではない.
25) 実効性白レベルには，国院的な有効性も必要である.それが必要な根拠として，越境を越える
データ流通に伴うデ タ・へイゲン問題が存在している. この問題については， Sauvant (45J， 
H，ロsenet aL (5).をさしあた匂参照のこ!o。
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ラクチュアを基礎にして，新たな生活文化戦略を伴う企業戦略の再構築に向か

うことになろう。情報インフラストヲクチュアの占有関係がここでも大きな問

題としてグローズアップされることになろう o

今後ますます深まってゆくコ Y ビュータ一利用，限界にまで及ぶ人聞の能力

の強制的発揮白中で歪められてゆく人間の享受能力に対して，人間の享受能力

の全体的な拡大を図っていくことがますます重要となっており，それに基づい

た企業戦略の確立の必要性が高まョているのである。
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